
事 務 連 絡 
平成 27 年４月 24 日 

 
都道府県 

各 指定都市 福祉担当部（局） 御中 
中 核 市 

 
厚生労働省老健局高齢者支援課 

 
 

「虐待により施設等に入所措置等が採られている障害者及び高齢者に係

る平成 27 年度臨時福祉給付金（簡素な給付措置）関係事務処理について」

の作業の御協力について 

 

 

臨時福祉給付金支給事業については、この度、当省簡素な給付措置支給

業務室より各都道府県、指定都市及び中核市に対して、別添の事務連絡が

発出されたところです。 

当該事務連絡に記載されている事務処理の実施に当たっては、貴部（局）

の御協力が必要になりますので、各都道府県、指定都市及び中核市内の臨

時福祉給付金担当課室とも連携して御対応頂くとともに、当該事務連絡の

趣旨について、管内市(区)町村及び施設職員等の関係者に対し周知徹底を

図り、その運用に遺漏のないよう、よろしくお願いいたします。 

 

 

 

  

 

 

（担当者連絡先） 

厚生労働省老健局高齢者支援課 

企画法令係 

TEL：（代表）03－5253－1111（内線 3971） 

（直通）03－3595－2888 

FAX：03－3595－3670 



事 務 連 絡 

平 成 2 7 年 ４ 月 1 3 日 

 

 

  都道府県 

各 指定都市 臨時福祉給付金担当課（室） 御中 

  中 核 市 

 

 

厚生労働省簡素な給付措置支給業務室 

 

 

虐待により施設等に入所措置等が採られている障害者及び高齢者に係る 

平成 27 年度臨時福祉給付金（簡素な給付措置）関係事務処理について   

 

臨時福祉給付金（簡素な給付措置）支給事業の実施につきましては、平素から多

大な御理解及び御協力をいただき、厚く御礼を申し上げます。 

今般、虐待を受けたことにより施設等に入所等の措置が採られている障害者及び

高齢者に係る平成 27 年度臨時福祉給付金（簡素な給付措置）関係事務処理につい

て、別添のとおり運用方針を定めましたので御連絡いたします。 

都道府県におかれましては、管内市町村（特別区を含み、指定都市及び中核市を

除く。）への周知について特段の御配慮をお願いします。 

また、措置を行う指定都市、中核市及び市町村におかれましては、施設職員等の

関係者への周知について、特段の御配慮をお願いします。 

本事務連絡については、本省内の関係部局とも調整済みです。また、本事務連絡

の趣旨については、厚生労働省の関係部局から、各都道府県、指定都市及び中核市

の児童福祉、障害福祉担当課室に対して、追って御連絡する予定であることを申し

添えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（担当者連絡先） 

厚生労働省簡素な給付措置支給業務室 

              中森 

TEL：03-5253-1111（内線 2126） 

FAX：03-3595-3534 
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 措置入所等障害者・高齢者に係る平成 27 年度臨時福祉給付金（簡素な給付措

置）関係事務処理 

   

第一 措置入所等障害者・高齢者の定義 

 １ 「措置入所等障害者・高齢者」とは、「措置入所等障害者」及び「措置入所

等高齢者」をいう。 

 

 ２ 「措置入所等障害者」とは、障害者（障害者基本法（昭和 45 年法律第 84

号）第２条第１号に規定する障害者をいう。）のうち、虐待を受けたことに

より、障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（平

成 23 年法律第 79 号。）第９条第２項の規定による入所又は入居（以下「入

所等」という。）の措置が採られている者（２月以内の期間を定めて行われ

る入所等をしている者を除く。）をいう。 

   なお、虐待を受けたことにより入所等しているか否かについては、同法第

32 条第１項に規定する市町村障害者虐待防止センターにおいて虐待の通報等

を受け付けた際に作成される受付記録により判断することとする。 

 

３ 「措置入所等高齢者」とは、高齢者（基準日（平成 27 年 1 月 1 日。以下同

じ。）において 65 歳以上の者（昭和 25 年１月２日以降に生まれた者。）を

いう。）のうち、虐待を受けたことにより、高齢者虐待の防止、高齢者の養

護者に対する支援等に関する法律（平成 17 年法律第 124 号）第９条第２項の

規定による入所等の措置が採られている者（２月以内の期間を定めて行われ

る入所等をしている者を除く。）をいう。 

   なお、虐待を受けたことにより入所等をしているか否かについては、「市

町村・都道府県における高齢者虐待への対応と養護者支援について」（平成

18 年 4 月 24 日 全国高齢者虐待防止・養護者支援担当者会議資料）におい

て市町村等の高齢者虐待対応窓口が養護者による高齢者虐待に関する通報等

を受けた際に作成することとなっている受付記録により判断することとす

る。 

 

第二 本事務処理の対象者 

   措置入所等障害者・高齢者は、特段の事情がなければ、施設等が所在する

市町村に住民票を移すこととなるため、基準日までに住民票を移していれ

ば、措置入所等障害者・高齢者に係る平成 27 年度臨時福祉給付金（以下「給

付金」という。）について、その養護者が代理申請（基準日時点で措置入所

等障害者・高齢者と同一の世帯に属する者としての代理申請をいう。以下同

じ。）を行うことはできない。 
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   しかしながら、諸事情により基準日までに住民票を移すことができない場合

や基準日の翌日以降に入所等の措置が採られた場合については、養護者が措

置入所等障害者・高齢者に係る給付金の代理申請を行うおそれがあるため、

そのような措置入所等障害者・高齢者を対象として、本事務処理を行うもの

である。 

 

第三 措置入所等障害者・高齢者に係る給付金の支給市区町村 

  措置入所等障害者・高齢者に係る給付金の支給市区町村は、原則どおり、基

準日時点で措置入所等障害者・高齢者の住民票が所在する市区町村とする。 

 

第四 措置入所等障害者・高齢者に係る給付金の支給関係事務の特例 

 １ 養護者からの代理申請の取扱い 

措置入所等障害者・高齢者に係る給付金については、その養護者から代理申

請があった場合でも、当該養護者には支給せず、当該措置入所等障害者・高齢

者に支給する。 

  （ただし、第五の１に定める情報提供が行われる前に、措置入所等障害者・高

齢者に係る給付金の代理申請を行った養護者に対し、当該給付金の支給決定通

知が既に行われた場合には、養護者からの給付金の返還は求めず、当該措置入

所等障害者・高齢者に給付金は支給しない。） 

   なお、措置入所等障害者・高齢者が退所等した場合は、原則どおり、養護者

からの代理申請も可能とする。 

 

２ 課税状況等の審査 

（１）基準日時点で措置入所等障害者・高齢者に該当している場合 

基準日時点で措置入所等障害者・高齢者に該当している場合には、養護者

の扶養親族等ではないものとみなして給付金の支給に関する審査を行う。 
 

（２）基準日の翌日以降に措置入所等障害者・高齢者に該当することとなった場

合 
基準日の翌日以降に措置入所等障害者・高齢者に該当することとなった場

合については、基準日の翌日以降の事象は、扶養関係など給付金の支給要件

に該当するか否かの判断に影響を与えるものではないため、上記（１）のよ

うなみなし措置の対象とはせず、基準日時点の扶養関係に基づき給付金の支

給に関する審査を行う。 

この場合、措置入所等障害者・高齢者が養護者の扶養親族等であれば、当

該養護者が課税されていないこと等が措置入所等障害者・高齢者に給付金を

支給するための要件となるため、当該養護者の課税情報を確認する必要があ
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るが、この確認について当該養護者の同意を得ることは、一般的に困難であ

ると考えられる。 

このため、 

①養護者が市町村民税（均等割）を課税されていない、あるいは措置入

所等障害者・高齢者が基準日において養護者の扶養親族等でなかった

ことを措置入所等障害者・高齢者が誓約し、 

②かつ、給付金の支給後に措置入所等障害者・高齢者が支給対象者でな

いことが判明した場合は、支給した給付金を返還させることに当該措

置入所等障害者・高齢者が同意し、 

   給付の申請を行った場合は、給付金を支給することとして差し支えないこと

とする。 

 

第五 事務処理の流れ 

１ 入所等の措置が採られた場合の取扱い 

措置入所等障害者・高齢者については、入所等の措置を講じた市区町村に

おいて、措置入所等の担当課室から給付金担当課室に対して措置入所等障害

者・高齢者に関する情報提供を行うことにより、第四の特例を適用する。 

 具体的には、市区町村の給付金担当課室は、措置入所等の担当課室から

提供された情報に基づき、養護者からの代理申請に対する給付金の支給を

停止する処理を講じるとともに、「措置入所等障害者・高齢者リスト」

（別紙様式）を作成する。 

    「措置入所等障害者・高齢者リスト」（別紙様式）は、措置入所等障害

者・高齢者に係る給付金の申請があった場合に、当該申請に係る者が措置入

所等障害者・高齢者に該当するか否か等を確認し、養護者からの代理申請で

ある場合には当該給付金を支給しない一方、本人による申請又は施設職員に

よる代理申請である場合には当該給付金を支給するために使用するものであ

る。 

    なお、第四の２で記載しているとおり、措置入所等障害者・高齢者の入所

等の時期が基準日であるか基準日の翌日以降であるかによって、給付金の審

査事務が異なるため、「措置入所等障害者・高齢者リスト」（別紙様式）に

ついては、 

    Ａ：基準日時点で入所等している措置入所等障害者・高齢者 

    Ｂ：基準日の翌日以降に入所等した措置入所等障害者・高齢者 

   が判別できるよう管理する。 

 

 ２ 施設等を退所等した場合の取扱い 

    市区町村は、措置入所等障害者・高齢者が退所等した場合には、措置入所
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等の担当課室から給付金担当課室に情報提供を行い、その結果を踏まえて第

四の１及び２（２）に定める特例措置を解除する。 

  具体的には、市区町村の給付金担当課室は、措置入所等の担当課室から提

供された情報に基づき、情報提供を受けた時点で給付金の支給決定通知が行

われていない措置入所等障害者・高齢者については、「措置入所等障害者・

高齢者リスト」（別紙様式）に退所等の年月日を記入し、当該者を「措置入

所等障害者・高齢者リスト」（別紙様式）から削除扱いとする。 

 
第六 個人情報保護に関する考え方 
   上記の措置入所等障害者・高齢者に関する個人情報の取扱いについては、当

該市区町村の一般的な個人情報の取扱いに応じ必要となる手続を行うことにな

る。例えば、個人情報の目的外の利用及び他機関への提供について当該市区町

村の個人情報保護審議会への諮問等の手続を要求している場合には、当該手続

を行うこととなる。 



別紙様式

氏名（漢字） 氏名（カタカナ） 性別
生年月日
（西暦）

入所等年月日
(西暦)

区分
A:１月１日以前
B:１月２日以降

備考

【記載要領】
本様式は参考としてお示しするものであり、各市区町村で作成される「措置入所等障害者・高齢者リスト」が、これによらなければならないというものではない。
「管理番号」………リストを作成する市区町村において、通し番号を記入する。

「氏名（漢字」………措置入所等障害者・高齢者の氏名を漢字で記入する。なお、姓と名の間は全角で１文字空白を記入すること。

「氏名（カタカナ）」………措置入所等障害者・高齢者の氏名を全角カタカナで記入する。その際、姓と名の間は全角で１文字空白を記入すること。

「性別」………措置入所等障害者・高齢者の性別について、男性の場合は「１」を、女性の場合は「２」を記入する。

「生年月日」………措置入所等障害者・高齢者の生年月日を西暦表記で記入する。

　　　　　　　　　　　　　例）平成27年１月１日の場合は、「20150101」と記入。

「入所等年月日」………措置入所等障害者・高齢者が入所等した年月日を西暦表記で記入する。

　　　　　　　　　　　　　例）平成27年１月１日に入所等した場合は、「20150101」と記入。

「区分」………「入所等年月日」欄の日付が基準日（2015（平成27）年１月１日）以前である場合は「A」、同欄の日付が2015（平成27）年１月２日以降である場合は「B」を記入する。

「措置入所等障害者・高齢者」欄の「備考」欄については、「（退所等の年月日（西暦））退所等」と記入する。

　　　　　　　　　　　　　例）2015（平成27）年３月１日に退所等した場合は、「20150301退所等」と記入する。

「代理申請に対する支給停止処理結果」………市区町村において、養護者からの措置入所等障害者・高齢者に係る給付金の代理申請に対する支給停止処理を行った場合は、「１」を記入し、すでに支給決定
     されたことにより支給停止処理が行えなかった場合は「２」を記入する。

措置入所等障害者・高齢者リスト

管理番号

措置入所等障害者・高齢者

備考

代理申請
に対する
支給停止
処理結果

措置入所等障害者・高齢者が退所等した場合は、備考欄に 「（退

所等年月日（西暦日付））退所等」と記入する



臨時福祉給付金の概要（26年度と27年度の比較）
平成27年度 平成26年度

趣 旨
税制抜本改革法に基づき、低所得者に対し、消費税率引上げ（5→8％）による影響を
緩和するため、簡素な給付措置（臨時福祉給付金の支給）を実施

内

容

支給対象者
市町村民税（均等割）が課税されていない者

（市町村民税（均等割）が課税されている者の扶養親族等、生活保護の被保護者等を除く）

予算上の対象者数

（注１）
2,200万人 2,400万人

支給対象者の特例
施設入所等児童等、DV被害者、措置入所等障害者・高齢者等は、所定の手続きの下、
扶養関係にかかわらず、当該者に支給

実施主体 市町村（特別区を含む）

基 準 日 平成27年1月1日 平成26年1月1日

支 給 額
（注２）

支給対象者一人につき、6,000円
（加算措置なし）

（平成27年10月～平成28年9月の1年分）

支給対象者一人につき、10,000円
基礎年金受給者等に、5,000円を加算
（平成26年4月～平成27年9月の1年半分）

費 用 事業の実施に要する経費（事業費・事務費）を国が補助（10/10）

予 算 額
1,693億円

（事業費：1,320億円、事務費：373 億円）
3,420億円

（事業費：3,000億円、事務費：420 億円）

（注１）予算積算上の推計数であり、対象者数の減は、推計方法を精査したことによるもの

（注２）支給額は、低所得世帯の消費税率引上げに伴う食料品支出額の増加分（3％アップ分）を参考に算出



住民税
決定

【
市
町
村
】

申請書
送付

市町村での申請受付開始に備え、
広報を集中的に実施

広報①
【
国
】

申請期限が終了する自治体が出る前に、
申請漏れを防ぐための広報を集中的に実施

支給要領等発出（予算成立後速やかに）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

広報②

平成27年度の支給事務のスケジュール （※現時点のイメージ）

支 給支 給

・8～9月に開始 ・期間は3～6ヶ月間

支 給申 請 受 付

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

特設コールセンターの設置（0570-037-192）・ホームページの運用



子育て世帯臨時特例給付金の概要（26年度と27年度の比較）
平成27年度 平成26年度

趣 旨
消費税率引上げの影響等を踏まえ、子育て世帯に対して、臨時特例的な給付措置を行

うもの。

内

容

支給対象者
・基準日における平成27年６月分の児童手

当（特例給付を除く。）の受給者及び要
件を満たす者

・基準日における平成26年１月分の児童手
当（特例給付を含む。）の受給者であっ
て、その平成25年の所得が児童手当の所
得制限額に満たないもの

対象児童

・支給対象者の平成27年６月分の児童手当

（特例給付を除く。）の対象となる児童

・臨時福祉給付金対象者等を含む

・支給対象者の平成26年１月分の児童手当

（特例給付を含む。）の対象となる児童

・臨時福祉給付金対象者等を除く

支給対象者
の特例

施設入所等児童、ＤＶ被害者は所定の手続きの下、当該者に支給。

実 施 主 体 市町村（特別区を含む）

基 準 日 平成27年５月31日 平成26年1月1日

支 給 額
（※）

対象児童一人につき、3,000円
（支給対象児童数：1,630万人）

対象児童一人につき、10,000円
（支給対象児童数：1,271万人）

費 用 事業の実施に要する経費（事業費・事務費）を国が補助（10/10）

予 算 額
587億円

（事業費：489億円、事務費：98 億円）

1,473億円

（事業費：1,271億円、事務費：202 億円）

（※）支給対象児童数は、予算積算上の推計数である。



平成27年度の子育て世帯臨時特例給付金について

住民税の決定・
申請書送付
（児童手当の
現況届と同時）

【
市
町
村
】

申請受付 支給

・ 児童手当の現況届と同時（５月～６月）に開始
・ 申請期間は６月中（現況届と同様）が基本
（必要に応じ３～６ヶ月間）

５月４月 ８月 ９月６月 ７月 １０月 １１月

２．支給事務のスケジュール（現時点のイメージ）

１．制度の概要

平成２７年度 【参考】平成２６年度

支給額 3,000円 10,000円

対象者
基準日における平成２７年６月分の児童手当（特
例給付を除く。）の受給者及び要件を満たす者
※１ 予算上の積算人数は1,630万人

基準日における平成２６年１月分の児童手当
の受給者であって、その平成２５年の所得が
児童手当の所得制限に満たないもの。

※１ 予算上の積算人数は、1,271万人。

３月２月

特設コールセンターの設置（０５７０－０３７－１９２）【
国
】

厚生労働省広報

・ 申請漏れを防ぐための広報を臨時福祉
給付金と一体的に実施することが可能。

実施要領等発出
※予算成立後速やかに

申請書審査・支給準備

・ 児童手当の10月期の支払いと
同時期を想定。

市町村広報準備

・市町村において、児童手当の広報と一体的に実施できるよう
市町村で使用できるフォーマットを準備、配布。

市町村での広報

【児童手当（市町村）】
現況届に係る広報・
様式の送付 現況届受付 現況届審査・支給準備 10月期の支給


